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［資料］
労働者の経営参加
井上昭一
資本主義企業において，労働者・労働組合に経営参加が要請された背景を
みるとき，それは，例えば経済不況や経営危機の際というような，一定の歴
史的時期に，労資関係の安定化を希求して資本の専制支配下になされたこと
は否定しえない。したがって，新手の労務管理の一形態ないし一手法として
位置づけられるべきにもかかわらず，労働者の経営参加が，多くの国々の多
くの人々の間では， 「魔法の言葉」のような響きをもって受けとめられてい
る。
おおざっばにいって，経営参加の論者を分類すれば次のようになるだろ
う。
(1)労働者の経営参加は，ほとんどあらゆる労使関係の問題を解決する万能
薬であり，それは将来の社会の基底的概念になると考える人。
(2)経営参加を産業民主主義と同意語とみる人。
(3)経営参加を，現在の経済の所有と経営のシステムを根絶するためのスロ
ーガンとして使用する人。
(4)経営参加は，産業上の仕事の人間性喪失を中和させるために利用する応
用心理学の道具であると説く人。
(5)経営参加を特別な手続き，例えば企業内の協議機関，配転労働者問題に
ついての交渉，あるいは利益配分交渉など，という意味にとらえる人。
本資料は， GeorgeStrauss and Eliezer Rosenstein, Workers Partici-
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pation:,A Critical View, Industrial Relations, A journal of Economy 
and Society, Vol. 9, No. 2, Feb. 1970を抄訳・紹介したものである。
経営参加は，本来的には労資の対立関係の激化に照応して，いろいろな形
態や内容をもち，資本主義諸国のそれぞれの時期に個有な経済的・社会的諸
条件に沿って発展してきた。この論文が執筆された時点では，世界経済を根
底から揺り動かした石油危機はまだ発生していない。したがって， 70年代の
2度にわたるオイル・クライシスを経たのちに，近年盛んに論じられている
参加論との対比において読むとき，そこに顕著な相遮や超歴史的な共通項を
見出せよう。
順を追って，稿者の論点を概括的にみておこう。
まず〔I〕では，労働者代表による決定参加の公式計画に焦点を合わせて論
及する旨，範囲の限定がなされる。そして，イギリス，スウェーデン，西ド
イツ， フランスの参加先進国，アルジェリア， イスラエル，インドなどの途
上国，さらには社会主義プロックにおける参加の意義などが多岐にわたって
紹介されている。
〔 :rr〕におぃて比社会主義的参加観，参加に対する人間関係論的アプロ—
チ，団体交渉と参加の共通点と相遮点などが考察される。
〔皿〕では，労働者代表による参加には協議，共同決定ならびに労働者統制
の3形態があるとし，それぞれについて分析されている。
〔W〕のテーマは，参加協議会がいかに稼働するかであり，その活動を 4つ
のカテゴリーに分類して検討を加えている。
〔V〕においては，協議会メンバーの役割が，一方では労働者の代表であ
り，他方では経営の意思決定に参画するという二重性をもっているがゆえの
相剋について述べられている。
〔VI〕は組合の役割を扱っている。
〔VI〕では，経営参加がトップ・マネジメントの職務を手助けするが， ミト・
ル・マネジメントやロワー・マネジメントを無視したり，スタッフ機能を弱
体化する傾向にあることが概観されている。
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〔VI）は結論であって，各国の参加計画の推移を見，そこから成功と失敗
を，いくつかの論点に分類・整理している。
〔I〕はじめに
「参加」はこの10年，もっともひんばんに用いられる言葉である。重要度
や関連性において，その用語は種々の形態や文脈のなかに登場する。例え
ば，参加は学生暴動における第一の要求である。
産業関係においては，参加という用語は，少なくとも 2つの異なった事柄
を意味する。合衆国（そして，ある程度その他の国々）では，参加は，硯在
ではおもに非公式の相互作用一~とりわけ「Y理論ないしシステム 4」など
と呼ばれる「経営上のスタイル」として一ーの見地から考えられている。合
衆国以外では参加は「経営参加」を意味する傾向にある。それも通常は，労
働者の代表が組織決定に影響を及ぼす，あるいはそれを支配することさえ駆
める，公式機構という形態のなかでの経営参加を指す意味合いが強い。
双方のクイプの参加に対する関心は最近芽を出してきたが，ここでは後
者，すなわち通常は，団体交渉（生産に関する決定を含む）に委ねられる決
定を乗り越えて，労働者の代表が決定に参加する公式計画について論及す
る。後にみるように，労働者の参加形態は，アドバイスや協議を通じての現
実の意思決定に関与するものから情報を得るだけのものまで多岐にわたって
いる。あらゆるケースにおいて，参加の問題は，関心が分散しているという
よりは一定の成熟があるというなんらかの前提がある。
本稿のテーマは，主として，次のとおりである。
(1)参加は，多くの場合，イデオロギー上の矛盾に対する象徴的な解決策と
して，「上から下へ」 (topdown)導入されてきた。
(2)参加のアピールは，大部分，社会主義と人間関係論双方とが，明らかに
一致することになっている。
(3)実践的にみれば，参加はごく一部分で，それも主として生産領域という
よりも，人事や福利厚生の分野で成功しているにすぎない。
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(4)参加の主たる価値は，矛盾・衝突を解決するための別の話し合い場所
(Forum)を提供することにあるのかも知れない。それはちょうど，経営側
が自らの指揮に追従させることができる手段と同様である。
産業革命以来，再三にわたって研究者たちは次のようなアイデアに到達し
てきた。つまり，労働者は自分たちが動めている企業の経営に参加すべきで
ある，と。しかし，彼らが大いにハズミをつけたこのアイデアを補完する努
力が維持されてきたのは，ほんの第二次世界大戦以来のことでしかない。そ
のような参加努力は，高度に発展した技術と労働組織をもった古い国々，例
えばイギリス， スウェーデン，西卜令ィッ， さらにア）レジェリアやイスラエル
のような比較的新しい国，そしてまた個人の自由が比較的制限されている一
党独裁国と同様に，複数の民主主義諸国においてもなされてきた。
参加は社会主義者， リベラルなカトリック教徒，ガンジー主義者の信じる
ところとなった。参加についての考え方が多様なのは何故なのであろうか。
ほとんどどこでも，参加の支持者は同じ議論を引用する。彼らが主張する
参加は，道徳的に健全であるばかりでなく，矛盾・不和を減じ，モラールを
高めるのである。 ミルトン・ダーバーを引用すれば， 「参加は生産効率を高
め，産業調和を涵養し，さらには人間性を豊かにする」のである。
労働紛争がある場合には，参加は労使の対立を減殺する。途上国では，参
加は同一性を養い，有能なマネジャーを訓練するのである。
しかし，特定の国をみれば，われわれはもっと限定された関心が作用して
いることを見出す。イギリスでは，参加の主要な支援は労働運動ー一国有化
や労働党政府のどちらによっても，一般的に幻減させられるが一ーにおいて，
一つのイデオロギー志向に属するグループからもたらされる。対照的に，自
らの政権衰退期に参加を導入しようとしたフランスのド・ゴールの試みは，
その体制に新しい外観をこらし，また，一見左翼的な尺度を提案することに
よって，学生や労働者の間にしだいに支援を広めようとする試みであると解
釈されるかもしれない。
ドイツでは，共同決定は産業生活に民主主義を導入する手段とみなされて
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いる。経営者たちは共同決定を，戦争直後に（分解しつつあった）連合軍か
ら工場を守護する手段と考えた。組合主義者たちは共同決定を，経営側が支
配する国民党の再建を妨害する方法とみた。他方， 自由主義的カトリック教
徒たちは，共同決定をローマ法皇の通達と一致するものと称揚した（皮肉な
ことに，ある人は次のようにつけ加えるかも知れない。すなわち， SDPの
リーダーたちは参加の支援を政治目的として階級闘争や国有化を放棄すると
同時に，社会主義者としての身元証明書を保持する手段である，と）。
社会主義プロックでは，参加計画はしばらくの間ボーランドで，そしてご
く短期間チェコスロバキアで存在しただけだが，ユーゴスラビアでは栄え
た。各々の国では，参加計画は経済生活を分権化し，自由化するために政治
的リーダーシップの意図を反映した（ユーゴスラビアでは，参加計画は，中
央経済から市場経済への移行を合法化する手段とみなされている）。
イスラエルではヒスクドルート (Histadrut, イスラエル労働者総同盟，
1920年創立のイスラエル最大の労働組合）のリーダーたちは，労働者の参加
を自らのイデオロギー上の信念と，労働運動によって所有された企業の産業
生活の現実との間のギャップを埋める手段とみなしていた。
アルジェリアやその他の途上国では，参加の問題は社会主義の錆に経済活
動を援けると同時に，産業上の訓練を導入することである。
ィンドにおいては，政府主導計画がマハトマ・ガンジーの優しい概念を大
量産業へ移植することを示している。
これらの国々では，部分的には，参加を導入する動機は，実際の職務上
(on-the-job)の問題を解決するというよりは，象徴的な形でイデオロギー
上の矛盾を調停・和解させるものであった。一般的にいって，参加に対する
推進力は，参加をする労働者からよりは，知識人，宣伝者，ならびに政治家
（ときには，これら 3つが合体した）から生じた。
政治的目標あるいはスローガンとして， トップから参加が確立されたとい
う事実は，工場レベルでの参加を実効あらしめるのを困難にした。
このことは，参加が，それを望まない労働者の上に課されてきたというこ
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とを意味しない。まったく正反対である。労働者参加のスローガンが人気の
あるものだと信ずる理由がある。そしてドイツでは，少なくとも労働者は参
加がいかに機能し，作用しているかについてじゅう分満足している。さらに，
ドイツとスウェーデン両国の労働運動は参加を導入するキャンペーンに，か
なりの割合の政治的・経済的交渉力を関連させた。
参加は排除されるべき，との労働者からの強い抵抗があったことは可能性
として考えられる。しかし，例えば，産業労働者間で，参加に対する動機
が， 1930年代の合衆国の労働者の間で得られた組合主義に対する動機とよく
似た，草の根的な支援を得たという証拠はほとんどない。
(n] 社会主義，人間関係論およぴ交渉
参加は，多くの知的源からその活力をひき出す。近年の成功の理由のなか
に次のような事実がある。すなわち，参加は社会主義と人間関係論のイデオ
ロギーのハッピーな混合を表している，と。
社会主義：社会主義者思想は，一般的に私有財産によって生じた従属状態
を綬和するために参加が必要であると強調する。「労働者統制」なる用語は，
社会主義者たちをして，労働者は自らの生活を支配する権限をもっていると
いう一般的な認識に導く。
マルクスの描く純粋な共産主義社会では，公式の権限を用いなくても維持
される社会的秩序の無政府的な理想に非常によく似ていた。
しかしながらマルクスは，社会主義革命直後の時期における社会的秩序の
性質については，無政府主義者と同意見ではなかった。邪悪の世界から正義
の世界への直接的な移行は必要であり，かつ可能であるとするのがアナーキ
ストの考えである。それに対してマルクスは，その間に，独裁的な権限が要
求される移行期間が必要であると主張したのである。
人間関係論：労働者統制に関する社会主義の教義は，労働者の便宜のた
め，さらに所有者や経営者に対する批判のために意識的に公式化された。合
労働者の経営参加（井上） (693)109 
衆国における人間関係論の伝統的なアイデア，実践ならびに調査は，逆に，
経営側の利益のために推進された。
ホーソンで始まった人間開係論の伝統は，部下と上司，あるいは従業員と
雇用主との間の協力とパートナーシップに高い価値をおいた。これはミシガ
ン学派の文献（自治，民主的リーダーシップ，参加的管理）によって強調さ
れた。
参加的管理の提唱者の多くは，知的で客観的な社会科学者であるが，その
大部分はまた，実施中の人間の労働条件の改良のための救世主でもある。参
加のイデオロギーは，少なくとも部分的には，その使命的努力の結果とし
て，世界の多くの国，例えばドイツや日本でさえ経営者によって受けいれら
れている。
経営参加に関する合衆国の提唱者のほとんどは，公式の力関係や構造を無
視してきた。彼らが心に描いた参加は，通常の階層的・官僚的な径路
(hierarchical-bureaucratic channels)内の面と向かいあった関係に生じ
る。
合衆国の経営参加提唱者はまた，原則として，組合を無視しがちである
（しかしながら， マクレガーはスキャンロン・プランを明確に認めた）。 イ
ギリスにおける参加理論はもっと構造志向的であった。
参加：社会主義的アプローチと人間関係論的アプローチの間に差異がある
のはいうまでもない。社会主義者たちは手続，例えば所有の問題や代表につ
いて，より多くの関心をもっていた。最近になって彼らは，従業員のかかわ
り方，つまり参加に関心を示すようになった。社会主義者たちの襲係の枠
は，心理的なものよりも政治的なものであった。人間関係論は公式の権力構
造を軽視し，主として，面と向かい合っての関係に関心をもっている。
社会主義的アプローチも人間関係論的アプローチも，双方共に，ありうべ
き最良の言葉「高いモラールと高い生産性」を提示する。
社会主義，人間関係論双方の学派ともにもう一つの見解—その対立は，
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組合や団体交渉によって解決されるというもの一ーを排斥しているようだ。
マルキストも人間関係論者も，制度的な代表や和解・調停を必要とする労働
組織のなかに，利害の根本的な対立が存在することを認めようとしない。
マルキストたちは次のように仮定する。すなわち，いったん階級のない社
会が確立されたならば，根本的な対立は自動的に取り除かれる，と。という
のは，あらゆるものが社会主義を建設するという共通の目的のために統合さ
れるからである（そして，彼らはすぐれた独立組合のような，独立の権力の
源泉に嫉妬を感じるのである）。
人間関係論は，対立を無視するか，それとも次のように仮定する。すなわ
ち労使対立は，参加する者が信じ合うような方法でふるまうかぎり，善良な
る人間関係を通じて解決されうる，と。
団体交渉： 1920年代の合衆国で，「産業民主主義」ないし「労働者の参加」
という言葉が，われわれが現在，団体交渉と呼ぶことについて論及するため
に用いられた（ある人たちにとっては，産業民主主義とは会社組合主義にほ
かならなかった）。
理論的にいえば，団体交渉は，今日一般的にいわれている労働者の経営参
加とは異なる形態のものである。とはいえ，実践上では，時には両者は類似
している。団体交渉は，次のことを想定している。すなわち，労働者と経営
者は相反する利害をもっており，そのような対立が解消されうることによっ
て，公式の構造を提供するという考えに立脚しているわけだ。団体交渉は，
労働者の参加によって，合法的な硯象として権力の闘争を容認する。さらに
それは，主として人事問題に関係している。他方，労働者の参加は，経営の
意思決定上の特権に参加することである。
しかしながら，参加と団体交渉間の境界は，協調と対立が作用し合ってい
るために， しばしば不鮮明である。双方の計画は，並列で機能する場合があ
る。といのは，団体交渉は通常，経営側の裁量に広い領域を委ねる。そし
て，ここにこそ経営参加の問題が参入してくるのである。ある国では経営参
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加の分野に属する問題が，他の国では団体交渉の重要な部分を構成してい
る。
かくして，経営参加と団体交渉との差異は，実践的というよりも分析的で
あり，そしてしばしば，原則の問題というよりは程度の問題である。
ヨーロッパ・スクイルの労働者の経営参加が，合衆国でまったく知られて
いないというわけではない。労働組合＝経営・合同の生産委員会が， 1920年
代ならびに第二次世界大戦中に存在した。合衆国のもっとも有名な労働者の
経営参加形態はスキャンロン・プランである。スキャンロン・プランは，次
の2つの重要な点で，他の典型的な参加プランと異なっている。
(1)労働者は，通常， 1カ月毎に直接的な財政上の分配を受けとる。この分
配は，労働者の貢献によってもたらされ，改良された生産性を反映してい
る。
(2)提案制度や一連の部門委員会を通じて，全労働者を実際の参加に包合す
る試みがなされている。
採用している企業数という見地からすれば，スキャンロン・プロンでさえ
限られた成功しか収めていない。合衆国において，公式の参加プログラムに
対する関心の欠如は，次に示す事実によって部分的に説明されるかもしれな
い。すなわち，他の諸国では参加計画の主題である多くの工場レベルの問題
が，ここ合衆国では団体交渉，それも主として，ショップ・スチュワードや
工場苦情処理委員会によってとり扱われるのである。さらに社会主義的でな
い合衆国の労働組合は，団体交渉という手段を用いて，提起された問題を越
えて努力を拡大しようとのイデオロギー的な動機もほとんど有していない。
その結果，合衆国の参加は，大いに経営的領域にかかわっているのである。
〔皿〕 公式の参加形態
労働者代表による参加には 3つの主要な形態がある。
第1は協議形態である。ここでは，経営側が最終の意思決定を行い，労働
者代表は意見を求められるだけに限定されている。このモデルは，スウェー
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デン， イギリス， フランス， ドイツ（石炭と鉄鋼を除く），イスラエル共同
生産委員会と工場協議会，そして第二次大戦中の合衆国で実施された。西ヨ
ーロッパではこのような協議機関は，一般的に経営協議会と呼ばれている。
第2番目は，共同決定形態である。この形態においては，労働者代表と経
営側が意思決定機関に合同で代表として送り込まれる。しかし通常は，労働
者代表の方が少数である。この方式の例には，西ドイツの共同決定プログラ
ム，イスラエルのヒスタドルート合同経営計画などがある。
最後は労働者統制形態である。これによれば最終権限は労働者の選ばれた
代表に存する。
理論的には，これらの代表が政策を作成し，雇用管理を遂行することにな
っている。ユーゴスラビアのシステムがこの形態の最良の事例を提供してい
る。
上にあげた 3つの形態のうち，とくに労働組合が強力で独立している場合
には，協議形態が共同決定方式や労働者統制モデルよりも，大きな影響力を
行使するかも知れない。しかし実際には，今まで述べてきたどの形態より
も，団体交渉が効果的な参加形態なのである。
〔W〕協議会の機能
形や形式主義よりも重要なことは，いかに参加協議会が現実に稼働する
か，という問題である。
成功的な協議会の活動は，次の4つのカテゴリーに分類できる。
(1)賃金と経済問題
ほとんどのケースの場合，これらの領域は団体交渉にまかされている。し
かしながら， ドイツの経営協議会（共同決定機関ととり遮えてはならない）
は，地域あるいは全国的な団体交渉協定によって設定された最低線を上回る
賃率を求めて交渉する。
(2)雇用条件
安全性， レイオフ，労働スケデュール，個々の賃率，労働規則，そして不
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平・不満といった問題でさえ，この中にグループ分けされる。合衆国ではこ
れらの問題の大半は，団体交渉（時には補完工場協定）ないしは苦情処理手
続によって扱われる。その他の国々では，これらの諸問題は，協議会の主要
な活動であるようだ。
(3)福利厚生活動
合衆国以外の雇用主たちは，合衆国の麗用主よりも広い範囲にわたるフリ
ンジ・ベネフィッツーー＿休暇保養施設，スポーツ場，保育所，住宅など――•
を提供する傾向にある。これらは経営側が比較的容易に協議会に委譲し易い
問題であり，この領域では協脹会は時には，ほぽ最終決定に近い決定を下す
（例えばフランスでは，工場委員会が工場の医療上のサービスに関する重要
な統制権限を行使する）。
(4)生産と原価引き下げ
もしとくに参加が労働者の創造的な技術を管理し，より高い生産性に導く
ように志向されているならば，おそらくこの分野が参加の主要な焦点となる
ペきである。しかしながら，スキャンロン・プラン（理論的には，これはた
だ生産にのみ関心をもつ）を別にすれば，参加計画は労働者をして，他の分
野に対するよりも生産性に対する関心を少なくしてきた。
このことは，協議会が生産分野で公けの機能をもたないということではな
く，その逆である。ユーゴスラビアの経営協議会は，あらゆる生産と経済決
定に対して全体的な責任を負っている。他方， ドイツにおいては，監査機関
が全社的な組織方針を作成し，取締役会（労働者選抜の労働者重役を含む）
が日常のベースで会社を運営する。
フランスの工場委員会は，経済，財政，組織，管理ならびに利益分配に関
する事柄について，協議にあずかる公式の権利を有している。その他大半の
国々では，経営協議会は生産計画や財政上の成果に関して，定期的な報告を
受けていると思われる。
しかしながら，このことの重要性は誇張される傾きがある。例えばユーゴ
スラビアの2つの工場では，工場マネジャーによる生産と財務問題に関する
114(698) 第 29巻第 6 号
長い報告はほとんど関心をもたれず，質問もなかった。
対照的に，協議会が賞与支払いとか住宅の場所といった話題に切り替えた
とき関心は盛り上がり，議論は百出，さらに協議会メンバーはノートをとり
始めた。
ドイツの諸企業の監査役会へ送り込まれる労働者代表は，経済および生産
問題についてよく考えるかも知れない。しかしながら， ドイツの法律は，そ
のような会議で示された企業秘密を暴露することを厳格に罰する。かくし
て，一握りの労働者は実際の意思決定に参加するかも知れないが，残余の大
半の労働者は参加する機会がほとんどない。スウェーデンにおいてもまた，
協議会メンバーは受けた情報を機密としてとり扱うことが期待される。ノル
ウェーでは，協議会メンバーの代表が労働者に報告しないように社会的な圧
力がかかる。
フランスやスウェーデンでも経営協議会は報告をうけとる。双方の国とも
情報がおおざっばであり，また一般労働者にとっては理解し難いほど技術的
すぎるとの不満がある（同様な不満は，イスラエルの取締役会の労働者メン
バーからも聞こえてくる）。経営者は企業の浮沈にかかわる「機密的な」情
報を提供したがらない。
経営側が生産問題について，心底より労働者のアドバイスを求める場合で
さえ，協議会メンバーの反応が冷淡である可能性はある。工場レベルの問題
こそが，長期的・全社的な問題よりも，労働者の専門である。
参加のパクーンは，議論される問題によって大いに異なる。生産問題は，
主として経営側によって提起される。例えば経営側が情報を与えたり，ある
いは労働者メンバーに向かって，労働の質を改善すべく一般労働者に督促す
るよう言明する。生産問題は多くの協議時間を要するが，討論は一方通行だ
といえよう。
労働条件の不満についていえば，協議会は交渉形式に切りかえる。しかし，
労使間の差異は，福利厚生活動がとり扱われるとき消減する傾向にある。
結局，成功的な協議会のうち，もっとも重要な機能は労働条件に関する交
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渉機能である（合衆国では苦情処理も含む）。
〔V〕 協議会メンバーの二重の役割
(699)115 
協議会メンバはむずかしい二重性格ー一—一方では，彼は労働者を代表し，
他方では，経営上の意思決定の手助けをする一~経営側
のパートナーとして協議会メンバーに入っている労働者は，労働者代表とし
ては相反する活動に同意することが多い。おまけに，労働者代表として経営
の問題に慣れ，その意思決定に関係すればするほど，彼は労働者から疎遠に
なりがちである。
労働組合と経営側，いわゆる労使の協力は， リーダーが企業に内在する諸
問題をじゅう分に理解したために，一般労働者にとっては合理的でないよう
にみえる提案が， リーダーには合理的にみえるようなプロセスを生み出す6
一般労働者に関係ある生産問題への参加にあっては，協議会メンバーは絶
えず労働者とコンタクトをもたなければならない。このような相互作用のパ
ターンは，コミュニケーションに対する公けの障壁がない場合でさえ，維持
するのが困難である。
協議会に参加している労働者代表は，自らを全面に経営サイドと見がちで
あるか，あるいは極端に，自らの存在を反対の関係の一方を代表する役割に
限定する傾向にある。
参加協議会の労働者メンバーは，通常，組合員であると同時に，しばしば
実際に政党のメンバーでもある。フランス，イスラエル，そして少ない程度
においてドイツでは，政治問題が協議会の選挙に絡んでくる。例えばフラン
スでは， 3つの主要組合の間で競争がある。すなわち，組合と経営間の闘
争，組合間の闘争，そして政党間の闘争であり，これらは関心の相進をもた．
らす。それはちょうど，プ）レー・カラーとホワイト・カラー間の競争や熟練
労働と不熟練労働間の競争に類似した側面をもっている。
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〔VIJ 組合の役割
組合の役割は協議会メンバーと同じ程複雑である。組合の支援なしには参
加計画はめったに導入されなかったが，組合は参加計画が自分たちの権限を
脅かすがゆえに，権力を失なわないように留意する。この用心深さの一つ，
そしてその効果の一つは次の事実にある。すなわち，多くの国々では，しば
しばそれら機能を遂行する個人が分けられているのと同様に，参加と組合の
交渉機能が区別されているのである。
スキャンロン・プランの下では，組合の苦情処理委員会メンバーは参加委
員会に所属することは認められていない。「経営側にとっても組合にとって
も，同じ問題について同時に競争したり協力したりすることはできない」と
いうのが，その理由である。
イギリスでは，組合代表者が国有産業の経営委員会メンバーに選出された
ならば，彼ら代表は組合での地位を放棄しなければならない。
フランスやドイツでは，協議会メンバーは組合とは独立して個々別々に，
労働者自身によって直接的に選抜される。フランスにおいては 3つの政治志
向的組合間で競争が存在するからであり， ドイツではそのような協議会に独
立した権力を与える歴史的伝統のゆえにである。さらにドイツでは，監査役
会の労働者メンバーは労働者重役と同様に，複雑な手続き一ーーこのなかで組
合と協議会はおおよそ類似の役割を演ずる一ーによって選抜される。
組合は，ある場合には，協議会の交渉役割が組合の管轄権を侵蝕し，また
逆に，協議会の経営役割が労働者の防御を弱体化させかねないことを，かな
りの正当性をもって感じている。とくにドイツでは，労働者に関する特定の
組合の機能は，組合よりもむしろ協議会の手中にある。
他方，参加は組合の威厳を増大させる傾向にある（事実， ドイツの共同決
定は幾人かの組合支持者に高給の高い地位を与えた）。
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〔暉〕マネジメント
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たいていの国では，経営側は参加を導入することに抵抗を示した。それは
経営上の権力や地位が減退することを恐れてのことであり，さらに参加が時
間を浪費すると危惧したからである。この抵抗は，経営の意思決定は専門経
営者に帰属すべきであるとの感情によって増幅された。とにかく，フランス
やイスラエルでは，そのような経営側の抵抗が参加を大して実効あるものに
しなかったことは明白である。
経営側の当初の恐怖が，かなりオーバーなものであったことは事実であ
る。しかし，法的な要請にもかかわらず，多くの経営者たちは参加の機関を
無視した。
ところで，参加はある程度，経営側の職務を容易にする。他方，参加はミ
ドル・マネジメントを無視し，スクッフ機能を弱め，そしてスタッフの専門
化の発展を妨げる傾向にある。さらに参加は，意思決定の速度をスローダウ
ンさせ，経営責任をあいまいなものにし，そして責務から遮断する傾きにあ
る。最後に，参加は必要な技術変化の導入を遅延させる（もちろん，逆のこ
とも起こり，参加が変化への抵抗を減じ，革新を推進することはありうるこ
とだ）。
CV1IJ結論
成功的な参加計画はどのように実践されてきたのであろうか。明らかに，
それに対する答えは状況に応じて変わってくる。インドではほとんどの参加
計画は消減し，また新しいものが生まれている。イスラエルでも工場協議会
プログラムに関しては，ほぼ同じ経験をもっていた。ノルウニーの経営協議
会についても同じことがいえる。イギリスでは，ショップ・スチュワードの
重要度が増すにつれ，協議委員会が工場レペルの交渉と区別しえない交渉委
員会になるか，それともそれが無用の長物になるかのどちらかである。
フランスにおいては，参加計画の有効性が労使や組合相互間の競争によっ
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て妨げられてきた。もちろん，いくつかの事例では，参加計画が重要な福利
厚生や工場レペルの交渉機能を遂行していることはいうまでもない。
多くの研究者は次の点で同意している。すなわちユーゴスラビア，スウェ
デーン， ドイツの石炭・鉄鋼業ならびに合衆国のスキャンロン・プランを採
用した会社では，少なくとも非常に限られた標準によって測定すれば，参加
は成功した， と。ではいったい， どの意味で参加が成功したと呼ぴうるので
ぐあろうか。
(1)参加は，差異があることを人々に感じさせるために，象徴的な目的とし
て企画された。これら限られた象徴的な目的の観点からすれば，参加の原則
を受容することは，まさに勝利だとみなされている。
(2)参加は，交渉の範囲を拡大するようにみえる。そうすることにおいて，
参加は他の国々に合衆国のスタイル，つまり工場レベルの組合主義を供与し
てきた。
(3)参加は，ある程度経営を強化してきた。参加は，少なくとも組合と労働
者のリーダーシップを選出し，多少なりとも上向下向のコミュニケーション
を改良し，そして不満を抑え，局面を打開するのを助けてきた。
より広義の目的からみれば，参加はせいぜいで，限られた成功を収めてき
ただけである。参加は，一般労働者よりもはるかに大きな程度トップ・マネ
ジメントと関係をもつ反面，ロワーやミドルの管理をほとんど無視してきた。
参加は，一般の労働者には権力も影響ももたらさなかった。またそれは，労
働者の創造性をひきださなかったし，生産上の意思決定に実際に開与したこ
とさえなかった。意思決定者とその決定遂行者間の分業が廃止されたことは
なかった。スキャンロン・プランを除いて，参加が労働者に労働をより厳し
く，あるいはよりスマートにしたという証拠さえほとんど検出されない。
公けの参加計画が生産性向上に際して，そのような限られた成功しかもた
らさなかった第1の理由は，その計画が間遮ったレペルの，間遮った主題に
焦点を合わしているからである。会社全体あるいは人事政策を設定するにあ
たって，代表を通しての代理参加が自分自身の仕事を決定する際の直接参加
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と同じ効果をもつか否か，を疑う理由がある。代表参加にあっては，実際の
関連はごく少数のものに限られるうえに，一般労働者の創造的な渚在性は無
視されるのである。 トップ・レベルの公式構造における小さな変化は，ボト
ムにおける労働の意義をかえなかった。
公式の代表参加のためには，まず初めに仕事に対して非公式の，人間関係
論的 9スクイルの参加を導入することが必要である。
しかし，急激な変化でさえ疎隔を排したり，生産性を向上させたりするに
あたっては，限られた価値しか示さないかも知れない。動機付けと参加との
間の関係に関する調査は，まだ緒についたばかりである。一定の仕事をなす
一定の人々にとって，•その仕事をどのように遂行するかの決定に参加する機
会は，高い生産性に導くだろう。だがすでに自明なごとく，誰もが同じ方法
で参加に反応することはありえない。文化的変数や個性が大いに異なってい
るからである。さらに多くの生産技術において，参加のために直接的かつ仕
事志向的な機会を与えることはむずかしい。
多くの参加計画が失敗した第2番目の大きな理由は，それらの計画がもっ
ばら心理的な見返りに力点を置く傾向が強いからである。労働者の関心をも
っとも多くひき出す計画は，彼らに物質的な報酬の改善を約束する計画であ
る。おそらく，直接的な支払いは参加計画をより成功的なものにするだろう
―—たとえそれが，スキャンロン・プランのようなグループ・インセンティ
プであれ，生産性交渉のような特殊な代償物であったにしても―。
参加は，労働者を経営からも組合からも疎遠にすることがある。効果的な
参加は，「利害の対立を秩序正しく調整すること」を必要とする。
参加はある限られた価値しかもっていないが，それはけっしてサイケデリ
ックな旅ではないのである。
